議会運営委員会会議録（要旨）

日　時　平成24年12月17日(月)

午前10時～午前11時30分
場　所　長久手市役所　2階委員会室
出席者　委員長　正木祥豊、副委員長　さとうゆみ、
　　　　委員

岡崎つよし、川本勝幸、水野とみ子、
じんの和子、川合保生、　　

議長　伊藤祐司、副議長　加藤和男、
議会事務局長、同局長補佐、同専門員
１　あいさつ
　　議長

  ・本日の議事は副委員長が行い、委員長は副委員長を補佐することとする。

２　議題

（1） 平成24年第４回長久手市議会定例会議事日程（第６号）について

事務局説明。意見書案第４号警察力の強化と愛知警察署の早期立替えを求める意見書
について、意見書案の提出、説明、質疑、委員会付託省略。建設環境委員会全ての委

員が署名し、岡崎つよし副委員長が提出者となる。承認第４号平成24年度長久手市
一般会計補正予算（第２号）及び議案第53号平成24年度長久手市一般会計補正予算
（第３号）から議案第66号長久手市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する
条例についてまで、委員長報告、委員長報告に対する質疑、討論採決。

　　 ・追加議案はなし

（2） 地方自治法の一部改正（政務活動費）について
事務局説明。地方自治法の一部改正により、改正後の政務活動費の交付に関する条例

第11条に透明性の確保について規定する。
どのようなことをもって、透明性の確保とするのか議論してもらいたい。交付された
政務活動費の使途を明らかにすることとしては、収支報告書の公表が考えられる。近
隣市議会のホームページでは交付された者、人数、交付額、支出額、残額（返還額）
等を一覧として掲載している。さらに、支出明細や研修のための費用に充当している

場合は、研修報告書の掲載等一律ではない。また、公表していないところもある。ホ

ームページだけではなく、行政情報コーナーでの閲覧や、議会図書室への配架なども

考えられる。
　　　（議長）

何により透明性の確保に努めているかを客観的に示す方法を条例、運用指針等、何に
よって規定するのかも検討してもらいたい。
　　  （副委員長）　
意見はあるか。

　　　（委員長）

　　 　公表は、会派単位か、議員一人ずつのどちらになるのか。

　　　（事務局）
本市の条例では、政務調査費の交付対象を会派ではなく議員としている。交付された

議員が、収支報告をしなければならないので、議員ごとの公表となる。
      （委員）
　　　 収支報告書の公表で何か負担が増えるわけではなく、特に問題はない。
　　　（事務局）
　　　 収支報告書を、常にどなたでも見ることができる環境にどこまで整えていくかという
ことである。
　　　（委員）
　　 ・実際議員活動に要した費用があっても政務調査費の満額12万円を超えた部分につい
ては収支報告をしていない。
　　  （議長）
　　　 収支報告は、税金である政務調査費12万円をどう使ったかを示すことが必要である。
　　　 名古屋市民オンブズマンの政務調査費条例改正に対する意見書では、無限定な支出としないこと、透明性の確保について条例で明記することを求めている。本市議会は、年額12万円の交付であり、現在の政務調査費の対象範囲をほぼそのまま移行する形とした。地方自治法で今回定めた透明性の確保について対応しなければいけない条例ではなく運用指針で定め、不都合があれば検討し、改正すればよい。また、送料を広報費の中に追加することになったが、送付した文書の写しを提出することとされたい。なお、ホームページの公表の仕方は収支一覧表を掲示して、研修報告も掲載してはどうか。また、収支報告書を行政情報コーナーや議会図書室に置けばよい。
　　　（委員）
　　　 積極的に開示していけばよい。
　　　（結論）
　　　 透明性の確保については、平成24年度交付の政務調査費収支報告書を次のとおり公

表することとする。①ホームページに収支一覧と行政視察報告書（調査研究費）、研
修報告書（研修費）を掲載する。② 行政情報コーナー及び議会図書室に収支報告書
一式（領収書の写し含む）を設置する。

　　　 また、広報費の送料について、送付した文書の写しを提出することとする。

以上のことを、運用指針で定める。
       地方自治法の一部改正に伴う例規の改正について、会派からの意見はなし。
（3）  議会報告会について

　　　（事務局）

議会報告会を４月14日（日）午前10時に市役所西庁舎研修室で開催予定。準備・リ
ハーサル用に４月13日（土）午後３時から会場確保した。
      （委員長）

パワーポイントの導入はどうするか。

　　　（委員）

　　 ・準備、操作等可能であれば使った方がよい。

　　  （副委員長）
　　　 役割分担について、前回同様助言者が３人必要か。また、意見交換の時間を長く取っ
てほしいという意見が多かったがどうか。

　　　（結論）
議会報告会を４月14日（日）午前10時から市役所西庁舎研修室で開催予定。準備・

リハーサルのために４月13日（土）午後３時から会場確保。パワーポイントは使用

することを検討する。役割分担、時間配分については、各会派に持ち帰り、検討する

こととする。視察の際に相談する時間を設けたい。
（4） 視察について

　　　（副委員長）
　　　 伊賀市議会、四日市市議会、鳥羽市議会はどうか。
　　　（議長）

　　　 伊賀市議会は、以前議会基本条例について視察をした。四日市議会は通年議会を行っ
ている。鳥羽市議会はタブレット型パソコンを全議員に配布しペーパーレス化を行っ
ている。

　　　（委員）

　　 ・委員会における議員間討議も勉強したい。

　　 ・２月４日（月）、５日（火）でどうか。

　　　（結論）

　　　 日程は２月４日（月）、５日（火）、視察先は、四日市議会（通年議会について）、鳥
羽市議会（タブレット端末の利用について）、伊賀市議会（議員間討議について）で
検討する。なお、視察事項は３市議会共議員間討議についてを優先する。
３　その他
　委員会における議員間討議について

（副委員長）

　　 　議員間討議を導入してはどうかとの意見があるがどうか。
　　　（委員）
　　 ・その間執行部は退席するのか。執行部の同席については検討が必要。
　　　（議長）
　　　 一旦執行部が退席し、行っているところもある。委員会では１議案ごとに質疑、討論、

採決を行うので、執行部はその都度退席しなければならない。執行部同席で、議員間

討議をしても問題はないが、日にちを変えて議員間で議案の議論をすることもよいか

もしれない。どのような方法がよいかは、検討しなければいけない。

　　　（委員長）
　　　 執行部の議案説明後、一旦退室してもらう。その後、議員間討議を行い、採決とすれ

ば一番議論が深まる。

　　　 (議長）

　　　 委員会は２日の日程で行い、初日は執行部とのやり取り、２日目に議員間討議をし、
執行部に入ってもらい再度質疑、討論、採決とできればよい。

　　　（委員）

　　 ・常任委員会が６日間になってしまい、日程的に無理である。
　　 ・議員間討議を必要とする議案がどれだけあるのか。
　　  （副委員長）

　　　 ３月議会から導入できるか。

　　　（委員）

　　 ・議員間討議について十分理解しないまま、３月議会から行うことは無理である。
　　 ・３月議会の日程は既に決まっている。また、議員間討議の必要な議案があるかどうか

もわからない。

　　 ・議案は開会２週間ほど前に配布されるので開会前に行ってはどうか。

　　　（議長）

　　　 開会前に議案審議をすることはできない。また、議会活動でなくなる。
　　　（委員）

　　 ・質疑をした委員に質問をできるという方法もある。その場合、委員長のしっかりした

進行が必要で会議時間も長くなる。議員間討議が必要な議案は限られる。
　　 ・３月議会は早急である。もっと調査研究してから実行しなければいけない。
　　 ・議員間討議は、方法や範囲等一定のルールに基づいて行うべきである。そのルールを

決めてから導入するべきである。
　　　（議長）

　　　 既に文教福祉委員会では閉会中に集まり、１つのことに対して議員間で議論している。

「討論」ではなく「討議」でなくてはいけない。
　　　（結論）

　　　 視察の調査事項に議員間討議を含め研究していくこととする。事例研究、市議会とし
ての検討、準備が整えば、３月議会以降にまずは１常任委員会での試行とする。
  　　　   次回の議会運営委員会は平成25年２月15日（金）午前10時から開催






